
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　新ビジネス展開応援プログラム補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部　産業技術課ＩＴものづくり室ＩＴものづくり係

電話番号：058-272-1111（内3052）
E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　57,167千円（前年度予算額：57,167千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	57,167
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	57,167

	要求額
	57,167
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	57,167

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県、（公財）岐阜県産業経済振興センターが有するネットワークとリソースを最大限活用して、県内中小企業が取り組む「新規事業・サービスの立ち上げ」「成長分野への業態転換や多角化」「新アイデア・新製品の開発」などの事業化を、発掘から育成まで一気通貫で、ソフト、ハード面からきめ細かく強力に支援することにより、新たな価値創造（イノベーション）へのチャレンジ意欲の喚起を図り、県産業・企業の持続的ビジネス成長につなげる。

・当該事業では、主に助成事業において資金面を支援しつつ、また同時に企業向けセミナーを実施して企業のスキルアップを支援するとともに、他の支援事業とも連携を図ることによって効果的な支援を実施する。
（２）事業内容

○助成金制度「新ビジネス展開応援事業費助成金」

企業の継続的なビジネス成長・発展をめざし、既存事業から「新規事業・新サービスの立上」「成長分野への業態転換・多角化」「新アイデア・新製品開発」等の新たな挑戦に取り組む事業に対して経費の一部を助成する。

［対象者］
県内中小企業、NPO法人、社会福祉法人等
［助成率］
1/2（上限2,000千円）
［助成対象経費］
人件費、機械装置費、委託費、産業財産権取得費、原材料費など

○新ビジネス応援展開プログラム

助成事業に連携して、案件の発掘から企業スキル向上支援、また事業化の後も、産経センター各種支援メニューや関係産業支援機関の連携により、研究開発や販路開拓支援、他の助成金等各種支援制度の活用をコーディネートするなど、事業の立ち上げから事業化までの成長をきめ細かくサポート。

・モノづくりコーディネーター（既存事業）による有望な企業イノベーションの発掘

・関連セミナー・ワークショップ等の実施による企業スキルアップ支援

・起業家育成塾・事業可能性評価との連携した事業の評価・ブラッシュアップ支援
（３）県負担・補助率の考え方

・県から（公財）岐阜県産業経済振興センターへ補助金を交付。（補助率10/10）
（４）類似事業の有無
・なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	57,167
	新ビジネス展開応援プログラムの実施に係る企業向け助成金（50,000：2,000千円×25件）および事務的経費（7,167）

	合計
	57,167
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・長期構想

　　Ⅱ－１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　・付加価値の高いブランド力のある地場産業製品の開発・販売の拡大によって全体的な労働生産性の低さを克服し、経済的な成長につなげる。
（２）事業主体及びその妥当性
・新ビジネスの発掘から育成までを、他の支援策と連携・連動させながら一気通貫で継続的に支援するために、県の産業支援機関の中心的役割を果たす（公財）岐阜県産業経済振興センターにおいて実施する。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	新ビジネス展開応援プログラム補助金

	補助事業者（団体）
	（公財）岐阜県産業経済振興センター
（理由）岐阜県の産業経済の発展に寄与する中核的団体であるから。

	補助事業の概要
	（目的）企業の継続的なビジネス成長・発展をめざす。
（内容）既存事業から「新規事業・新サービスの立上」「成長分野への業態転換・多角化」「新アイデア・新製品開発」等の新たな挑戦に取り組む事業に対して経費の一部を助成する。

助成事業に連携して、案件の発掘から企業スキル向上支援、また事業化の後も、産経センター各種支援メニューや関係産業支援機関の連携により、研究開発や販路開拓支援、他の助成金等各種支援制度の活用をコーディネートするなど、事業の立ち上げから事業化までの成長をきめ細かくサポートする。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）事業費
（理由）（公財）岐阜県産業経済振興センターが県内中小企業を支援するために行う事業の実施に要する経費を補助する。

	補助効果
	医療や食品、環境等からサービス事業までの様々な分野における、研究開発から販路開拓にいたるまで企業の有望な新たな取り組みを広く対象として支援ができている。また、採択した次年度以降もコーディネータによる伴走支援を実施し、事業化に結び付いている。
助成事業は非常に活用しやすいものとなっており、県内企業のニーズは高く、来年度も継続実施することで、県内企業のイノベーションの広がりを継続的に支援することが可能となる。

	終期の設定
	終期２９年度

（理由）商品開発、製品化、展示会、商品の改良、販売促進と進め、商品の事業化が定着したかを確認するには継続が必要。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

県内企業の新ビジネスへの挑戦を、当該補助金とその他の支援事業と連携して一気通貫で支援することにより、新たな価値創造への意欲喚起、事業の定着を図り、県産業・企業の持続的ビジネス成長を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H28年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	1 事業化取組件数（累計）
	
	170
	170

	2 事業化件数（累計）
	62
	100
	100


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	39,799千円
	39,470千円
	44,991千円
	(予算額)

57,167千円
	(要求額)

57,167千円

	指標①目標
	８０
	１２０
	１４５
	１７０
	

	指標①実績
	９１
	１２３
	１５２
	(推計値)

１８５
	(推計値)



	指標①達成率
	１１８％
	１１３％
	１０２％
	(推計値)
１０９％
	(推計値)


	指標②目標
	
	
	
	
	２０

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)

２０
	(推計値)

２０

	指標②達成率
	９０％
	１０３％
	１０２％
	(推計値)
１００％
	(推計値)
１００％


（前年度の成果）

	＜H29年度実施状況＞

１回の募集で、33件の交付決定を行った。また新ビジネス展開に関連したセミナー、ワークショップの開催や他の既存支援メニューとも連携して集中的に支援を行ってゆくことにより、県産業のビジネス成長が見込まれる。

＜平成29年度申請・交付状況＞

申請件数

59件

採択件数

33件

採択金額

49,507千円




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
持続的ビジネス成長の継続的な支援のために、助成制度以外での支援策との連携とともに関係機関とコーディネートなども重要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	国内市場が縮小し、海外との競争が激化する中において、県経済の担い手である中小企業のイノベーションの芽を発掘・育成していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	医療や食品、環境等からサービス事業までの様々な分野における、研究開発から販路開拓にいたるまで企業の有望な新たな取り組みを広く対象として支援ができている。また、採択した次年度以降もコーディネーターによる伴走支援を実施し、事業化に結び付いている。
助成事業は非常に活用しやすいものとなっており、県内企業のニーズは高く、来年度も継続実施することで、県内企業のイノベーションの広がりを継続的に支援することが可能となる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	事業効果を高めるため、産経センターで実施する他の既存事業（モノづくりコーディネーター設置事業、事業可能性評価など）とも連携・連動することによって、効率が高くかつ効果的な支援制度となっている。


（事業の見直し検討）

	　国内市場が縮小するなかで、今後、生き残りをかけて新事業等に取り組む中小企業が増えてくる。しかし、中小企業にとって、新事業に取り組むリスクや経費的な負担が大きく、今後さらに支援に対するニーズは高まると考えられるため、引き続き実施していく。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）

新規事業への支援に加え、これまでの助成事業に対するフォローアップにも力を入れ、県内企業が取り組む新事業に対する支援体制を強化することで、さらに事業の有効性を高める。


